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情報社会における中学校技術科の情報領域の在り方の考察
伊 藤 秀 郎
(堺市立浜寺小学校) 
中学校技術 ・ 家庭科は, 高度経済成長を経て電化製品が家庭に普及するにつれ, また高等学校進学率が上がるにつれて, 
生活技術を学ぶ教科となった。 電気領域では, テレビや電子レンジに代表されるように家庭への普及率が約80%-90% にな
ると教科書に記載が急激に増えるようになる。 以上のことはこれまでの教科書調査ですでに判明していることである。 しか
し, パーソナルコンピュータのような電子 ・ 情報機器ではどうであっただろうか。 中学校技術科で 「情報基礎」 領域が新設
されたのは, 平成元年告示 (平成 5 年度から実施) の学習指導要領からであった。 この時 (平成元年) の単身世帯を含む全
世帯へのパーソナルコンピュータの普及率は、11.6%である。 一見, 早めに義務教育の学習内容に取り入れられた感がある
が, ゲーム機 ・ ワープロやその他電子機器, 生産技術と してのマイ クロ ・ コ ンピュータまで視野に入れると決して早いとは
言えないこと を述べた。 その後の2 回に亘る指導要領の改訂で, 「情報と コンピュータ」, 「情報に関する技術」 と変遷があ
り, ネットワーク環境なども学習内容に取り込まれてきたが, 履修形態 (選択か必修か) , 履修時間などの面で問題が残る
ことを指摘する。 この問題によって, 義務教育で 「技術」 としてのコンピュータを学習しなかった世代が存在すること, ま
た義務教育で 「技術」 と してコンピュータを学習することは, 日本の新しい産業の創造に何らかの影響があるであろう こと
を指摘した。
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About the Way of the Education of the Technology Course 
of the Junior High School in the Infonnation-0riented Society
Syuro Ito
(Teacher of Elementary School, Hamadera Elementary School) 
The Technology and Home Economics course of the junior high school changed so that an art of living might be learned from 
industrial technique. When the di ffusion rate to a house will be about 80% - 90%, it comes to be listed by the textbook in an 
electric domain. However, personal computers di ffer. It was from the school curriculum in 1989 that the information foundation 
was made from the technical course. Di ffusion rate of the PCs to all families of 1989 is 11 6%. However, the computer had 
been used with a game console, a word processor, a production machine. There was two times of revision of the course of study 
afterwards. Now students came to loam about the network. However, the little learning time. I think that technical learning in- 
fluences new industry in Japan.
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1 . はじめに
中学校技術 ・ 家庭科 (昭和33年告示の学習指導要領実
施までは職業・ 家庭科) 技術分野 (以下, 中学校技術科) 
の教育内容は, 戦後日本の技術史 ・ 生活史が反映されて
いる。 そこには, 戦後の高度経済成長と国民生活の関わ
りや, どういった内容が社会生活的 ・ 産業的に必要とさ
れ, 義務教育 (普通教育) の中で重要とされてきたのか
が記されている。
例えば, 戦後間もない昭和22年の学習指導要領 (試案) 
の中学校技術科 (当時は職業科) の電気領域では, 「交
流モータの保守 ・ 管理」 など, より職業を意識した 「技
能」 としての生産技術を学ぶことに力点が置かれていた。 
しかし, 高度経済成長を経て, 高等学校進学率が高まる
につれて, 従前の 「職業 ・ 家庭科」 が 「技術 ・ 家庭科」
に再編され, 昭和33年告示の学習指導要領 (昭和37年度
から実施) 【注1】 の頃から, 徐々に, 教科書に 「家電
製品の仕組み」 や 「電気製品の適切な使い方」 などの生
活技術についての記述が多く なり始める。 さらに具体的
にいえば, 家庭への普及率が約80% -90% になると教科
書に記載が急激に増える現象が見られる (図 1 . ・ 図
2 .) ' )。 
【注1 】 昭和33年告示の技術 ・ 家庭科の教科目標
● 生活に必要な基礎的技術を習得させ, 創造し生産
する喜びを味わわせ, 近代技術に関する理解を与
え, 生活に処する基本的な態度を養う。
● 設計 ・ 製作などの学習経験を通して, 表現 ・ 創造
の能力を養い, ものごとを合理的に処理する態度
を養う。
● 製作 ・ 操作などの学習経験を通して, 技術と生活
との密接な関連を理解させ, 生活の向上と技術の
発展に努める態度を養う。
● 生活に必要な基礎的技術についての学習経験を通
して, 近代技術に対する自信を与え, 協同と責任
と安全を重んじる実践的な態度を養う。 
平成元年告示の学習指導要領からは, 中学校技術科で, 
電気領域とは別に選択領域として 「情報基礎」 が新設さ
れた (H21.1文部科学省 「教育の情報化に関する手引検
討案」 第1 章 情報化の進展と教育の情報化 第2 節
教育の情報化について(1 ))。 電気領域での家電の教科書
への記載が急激に増えるのは, 家庭への普及率が80% 
90% になる頃からであることは上に述べたとおりである。 
技術科は上記のように, 個人の生活や産業と密接に関連
している教科である。 そこで, 普通教育 (義務教育) で
コンピュータについての学習が始まってから, 義務教育
終了後の人たちの社会参加 (特に仕事) において, 技術
科教育の学習内容は他教科よりも, 新産業の創造に重要
な役割を担う ものであると考えられる。
そのよう な問題意識に基づき, 中学校技術科の情報領
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図 1 . 「テレビ」 の教科書記載回数と普及率との関連
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図 2 . 電子レンジの普及率と教科書記載回数
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 域の新設とその変遷, 社会的背景との関連, どのよう な
教育内容が重視されているのかについて調べ, 検討考察
を行っていく。 
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2 . コンピュータの普及率と 「情報基礎」 新設の
時期について
先に, 電気領域での家電の教科書への記載が急激に増
えるのは, 家庭への普及率が80% -90% になる頃から, 
という ことを述べたが, 中学校技術科の 「情報領域」 の
成立とコンピュータの家庭への普及率との関係はどうだっ
たのであろうか。 
2.1 日本のコンピュータ普及率と技術科教育
図 3 . は日本での, 主に家庭で使用されるパーソナル
コンピュータの世帯普及率を表したものである2)。
このグラフは, 中央省庁の行った複数の調査を細かく
分析しており, 信頼度が高いため引用する。 これによれ
ば, パソコン普及率は, 日本の単身世帯を含む世帯では, 
2002年 (平成14年) に71.7%となり, 2005年 (平成17年) 
に80%を超えている (ただし, 義務教育期間の子どもが
いる家庭は, ①に分類されると考えられるが, 他の電気
製品の 「全世帯」 という ことを念頭に②で比較した)。 
一方, 中学校技術科で 「情報基礎」 が新設されるのが, 
平成元年告示の学習指導要領 (平成 5年度より実施) で
ある。
「情報基礎」 の新設は, 平成元年告示の学習指導要領
(平成 5年度より実施) であり, 家庭 (単身世帯を含む) 
への普及率が80% を超えるのが2005年 (平成17年) であ
るので, 家庭への普及率という側面 (生活技術) だけで
みると, 電気領域の家電などに比べると, 比較的早い時
77 
期に義務教育の内容に盛り込まれたという ことができる
ようにも考えられる。 「情報基礎」 が新設された平成元
年 (1989年) の, 日本での家庭 ( 2人以上世帯) は, 
11.6% である。
しかし, 家庭 (単身世帯を含む) への普及率が80%を
超えた2005年といえば, w indows のOSはすでにxPで
あり, 小学校 ・ 中学校にはすでにPc 教室が整備されて
いる。 パソコンを使う ことはイ ンターネット と言う側面
から見ても, すでに小・ 中学生にとってもある程度日常
であった。 さらに遡って考えても, CAI (CAI=コンピュー
タ支援教育 : computer-assisted instruction または com- 
puter-aided instruction) 型で教育にパソコ ンを取り入れ
ることは, 1980年代後半から行われていたし, それに伴っ
て, CAI教室も1980年代に整備されていた学校もある。 
パソコンを含めなく ても, 1980年代中盤には, ゲーム機
やワープロなどの普及率を考えると, コンピュータはす
でに身近な機器であった。 産業技術としても, 1960年代
以降発達した溶接ロボッ トはすでにオート メ ーショ ンに
不可欠であったし, 数値制御旋盤や自動車エンジンの電
子制御式インジェクシヨン(各自動車 ( ・ オートバイ) 
メ ーカーが1980年代に商品化) , エキスパート システム
など, すでに技術革新はもたらされていた。 さらに, 産
業構造にも半導体産業の比率が増えるなど変化が生じた。
このことから, 義務教育でコンピュータを扱う という
ことは, 普及率というよりも産業の技術革新と生活その
ものの情報化という時代の要請にあったと思われる (工
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図 3 . パソコン世帯普及率 (矢印は伊藤記入)
(出典 : 社会実情データ図録: http://www2.ttcn.ne.jp/honkawa/6200.html)
(平成25年 7 月27 日最終アクセス) 
パソコン世帯普及率
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業社会から情報社会へ) 。
もっと も, 先のグラフでは, 単身世帯を含む世帯のパ
ソコン普及率は, Windows95が発売された1995年 (平成
7年) に, 16%を超えている。 イノベータ一理論(次節
の 【注2】) によると, 「イノベータ一」 と 「アーリー
アダプター」 である消費者16% に普及するかどうかが, 
次の購買層の動向を決めると言われている。 パソコンの
普及にw indowsの果たした役割の大きさがよく分かる。 
平成元年の段階では, まだ家庭へのパソコンの普及率は
11%前後であったことを考えると, 子どもたちの生活技
術とは離れた存在であったと考えられなく もない。
そのように捉えてく ると, 中学校技術科の 「情報基礎」
の新設は, 時期的には, 「家庭への」 普及率という一面
だけで語ることはできず, 産業 ・ 情報社会の時代の要請
に合わせたものと考えられる。 
2.2 ネッ トワーク環境と技術科教育
学習指導要領が告示された平成10年 (1998年) の段階
では, 図 4 . によれば, イ ンターネッ ト利用率はまだ11 
%であるが, 以下に述べるように, この学習指導要領に
記載されている学習内容には, 情報通信ネットワークが
含まれている。 
インターネット世帯利用率の推移
(注) インタ ネーット世需利用率はどちらの率も 身世帯を含む全世 に占めるインタ ネーットを利用した世'がいる世帯の 比率であり、パソコンや携帯電緒などインタ ネーットの利用機種や利用場所をll-lわない.インタ ネーット利用0の公私利用の限定は次の 通り毎年やや異なる, 96:白宅で利用、97- 98:公私限定せず、99:
白宅での使用( :携常電t舌Il l独利用を含まない) 、00:白宅での利用、10,1 - 02:公私限定せず、loe- :個人的使用 , また
インタ ネーット利用0 について06年末は、05 年末までと同様の 設ll。lがないため、「「白宅」 で「パソコン」を使ってイ
ンタ ネーットを利用したことがある人が少なくとも1 人はいる世常におa ねします, 』又はfインタ ネーットを利用した
ことがある人が少なくとも1 人はいる世常にお.a laします, 」と般間文において回答者を限定した般間( 世;li t全体用
の1,12 、3 、4 及び6) に回容し1◆i:世常の 割合, 07年末は05年末までと . 資間方法等が hているため、06年末の数 には注意を要する, 
図 4 . インターネッ ト世帯利用率 (矢印は伊藤記入)
(出典 : 図 3 に同じ) 
エベレツト ・ M ・ ロジヤー スによって提唱されたイノ
ベーショ ン普及に関する理論では 【注2 】, 
イノベ一 タ一 ( Innovators : 革新者) :
冒険心にあふれ, 新しいものを進んで採用する人。 市
場全体の2 .5 %。 
アーリ ーアダプタ (ーEarly Adopters : 初期採用
者) :
流行に敏感で, 情報収集を自ら行い, 判断する人。 
他の消費層への影響力が大きく, オピニオンリー
ダーとも呼ばれる。 市場全体の13.5%。
アー リーマジヨリテイ (Early Majority : 前期追随
者) :
比較的慎重派な人。 平均より早く に新しいものを
取り入れる。 ブリ ッジピープルとも呼ばれる。 市
場全体の34.0%。
レイ トマジヨリテイ (Late Majority : 後期追随者) 
比較的懐疑的な人。 周囲の大多数が試している場
面を見てから同じ選択をする。 フオロワーズとも
呼ばれる。 市場全体の34.0%。
4 . ラガー ド(Laggards : 遅滞者) :
最も保守的な人。 流行や世の中の動きに関心が薄
い。 イノベーショ ンが伝統になるまで採用しない。
伝統主義者とも訳される。 市場全体の16.0%。 
とされている。 これに基づけば, 家電の普及率80% - 
90%で教科書記載が急激に増えることを考えると, かな
りの保守的な消費者層 ( レイ トマジョリテイ) までが家
電製品を購入した時点で技術科教育に取り入れられてい
ることになる。 イ ノベ一 タ一理論に従えば, 市場からそ
の製品や産業が消えることがなく, 今後の産業や生活の
必需品となってから教科書に記載される, という ことに
なる。 家電で言えば, 多数の子どもにとって, 身近な製
品となったものが記載されるという ことである。 市場の
展開が速い製品 (細かな差異化も含めて) が多い中で, 
ほぼ10年に一度の指導要領の改訂でどのよう な内容を位
置づけていく かは判断が難しいと考えられるが(但し指
導要領の改訂を待たなく とも教科書には記載される) , 
ブラ ック ・ ボックス化していく身近な家電についての理
解を深められるよう に工夫され, 安全に扱う上で適切な
時期に義務教育で扱われるよう になると言える。
コンピュータ技術について言えば, 生活技術 ・ 産業技
術という垣根を越えて, 短い期間に社会や家庭に普及し
たため, また, 義務教育で扱う には, ハード ・ ソフ トの
内容が複雑なため, 次のよう に, 「知識基盤社会」 や
「生きる力」 などの文言とともに義務教育に組み込まれ
た。 
「新しい知識 ・ 情報 ・ 技術が政治 ・ 経済 ・ 文化をはじ
め社会のあらゆる領域での活動の基盤として飛躍的に
重要性を増す、 いわゆる 「知識基盤社会」 の時代であ
ると言われており、 このような知識基盤社会化やグロー
バル化の状況において、 「生きる力」 をはぐく むこと
がますます重要になっている (文部科学省 「教育の情
報化に関する手引検討案」 第1 章
H 21.1 情報化の進展と教育の情報化 第2 節 教育
の情報化について) 」。 
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3 . 情報領域の内容と内容の取扱いについて 学
習指導要領の変遷
次に, 現在までに, 中学校技術科ではどのよう に情報
教育が行われてきたのかを, 学習指導要領を手がかりに
詳しく考察する。
3.1 平成元年告示の学習指導要領
「情報基礎」 新設以後の学習指導要領は, 平成元年告
示, 平成10年告示, 平成20年告示と変遷がある。
平成元年告示の学習指導要領 (平成 5 年度から実施) 
の 「情報基礎」 についての内容と取扱いを見てみると, 
以下のよう に書かれている3)。 このときは選択科目であ
る。 
F 情報基礎
1 目標
コンピュータの操作等を通して, その役割と機能に
ついて理解させ, 情報を適切に活用する基礎的な能力
を養う。
2 内容
(1) コンピュータの仕組みについて, 次の事項を指
導する。
ア コンピュー タ システムの基本的な構成と各部
の機能を知ること。
イ ソフトウェアの機能を知ること。
(2) コンピュータの基本操作と簡単なプログラムの
作成について, 次の事項を指導する。
ア コンピュー 夕の基本操作ができること。
イ プロ グラムの機能を知り, 簡単なプロ グラム
の作成ができること。
(3) コンピュータの利用について, 次の事項を指導
する。
ア ソフトウェアを用いて, 情報を活用すること
ができること。
イ コンピュー 夕の利用分野を知ること。
(4) 日常生活や産業の中で情報やコンピュータが果
たしている役割と影響について考えさせる。
3 内容の取扱い
(1) 内容の(1)のアについては, 入力 , 演算, 制御,
記憶及び出力を取り上げるものとする。
(2) 内容の(3)のアについては, 日本語ワードプロセッ
サ, データベース, 表計算 , 図形処理などのソ
フトウェアを取り上げ, 情報の選択, 整理, 処
理, 表現などを行わせるものとする。 
生産技術と してのリ テラ シー を求めるのであれば, プ
ログラミ ング言語やソフ トウェア ・ ハードウェアの構成, 
制御などに重点が置かれるであろう し, 生活技術として
のリ テラ シー を求めるのであれば, キーボー ド操作や
Os の基礎知識などが求められると考えられる。 義務教
育においては, 手探り的な教育実践も多く, 産業技術 ・ 
生活技術両方を求めた学習内容である。 
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3.2 平成10年告示の学習指導要領
改訂された平成10年告示の学習指導要領4 ) (平成14年
度から実施) では, 領域の再編が行われ, 情報領域は, 
「情報基礎」 から 「情報と コンピュータ」(必修) になっ
た。 
B 情報と コンピュータ
(1 ) 生活や産業の中で情報手段の果たしている役割に
ついて, 次の事項を指導する。
ア 情報手段の特徴や生活と コンピュータとのかか
わりについて知ること。
イ 情報化が社会や生活に及ぼす影響を知り, 情報
モラルの必要性について考えること。
(2) コンピュータの基本的な構成と機能及び操作につ
いて, 次の事項を指導する。
ア コンピュー 夕の基本的な構成と機能を知り, 操
作ができること。
イ ソフトウェアの機能を知ること。
(3) コンピュータの利用について, 次の事項を指導す
る o
ア コンピュー 夕の利用形態を知ること。
イ ソフト ウェアを用いて, 基本的な情報の処理が
できること。
(4) 情報通信ネットワークについて, 次の事項を指導
する。
ア 情報の伝達方法の特徴と利用方法を知ること。
イ 情報を収集, 判断, 処理し, 発信ができること。 
(5) コンピュータを利用したマルチメ ディ アの活用に
ついて, 次の事項を指導する。
ア マルチメデイアの特徴と利用方法を知ること。
イ ソフトウェアを選択して, 表現や発信ができる
こと。
(6) プログラムと計測 ・ 制御について, 次の事項を指
導する。
ア プログラムの機能を知り, 簡単なプログラムの
作成ができること。
イ コンピュー 夕を用いて, 簡単な計測 ・ 制御がで
きること。 
内容の取扱い
内容の 「B 情報と コンピュータ」 については, 次の
とおり取り扱う ものとする。
ア (1)のアについては, 身近な事例を通して情報手段
の発展についても簡単に扱う こと。(1)のイについ
ては, イ ンターネッ ト等の例を通して, 個人情報
や著作権の保護及び発信した情報に対する責任に
ついて扱う こと。
イ (3)のイについては, 生徒の実態を考慮し文書処理,
データベース処理, 表計算処理, 図形処理等の中
から選択して取り上げること。
ウ (4)については, コンピュータを利用したネットワー
クについて扱う こと。
エ (6)のイについては, イ ンタフェースの仕組み等に
深入り しないこと。 
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イ ンターネットなどの通信技術が教育内容に含まれた
ことが分かる。 先に述べたように, 利用率を時代背景と
捉えれば, 比較的早く学習内容に盛り込まれていること
が分かる。 学校に行けば, 家庭に無い新しいことが学べ
る (家庭に無い, イ ンターネッ トなどが活用できる) , 
という義務教育の黎明期のような理想が, この指導要領
の試行期からしばらく の間には, 実現した期間があった
かもしれない。 なお, 2003年のPISA (国際学力調査) 
には, 「わが国の生徒のイ ンターネ ッ トやコンピュータ ・ 
プログラムなどの活用頻度は, OECD加盟国では低い方
である。 ただし, 頻度が多いことは, 必ずしも, 数学的
リテラシー の高い習熟度と関連するわけではない。 (文
部科学省 : PISA (OEc D生徒の学習到達度調査)2003) 5)」
とある。 この言及から2003年時点での, 学校教育を受け
る生徒では, 必ずしもイ ンターネッ ト, パソコン活用の
頻度が多かったわけではないことが分かる。 
3.3 平成20年告示の学習指導要領
平成24年度から実施された学習指導要領6) では, 「情
報に関する技術」になった。 
D 情報に関する技術
(1) 情報通信ネットワークと情報モラルについて, 次
の事項を指導する。
ア コンピュー 夕の構成と基本的な情報処理の仕組
みを知ること。
イ 情報通信ネットワークにおける基本的な情報利
用の仕組みを知ること。
ウ 著作権や発信した情報に対する責任を知り, 情
報モラルについて考えること。
エ 情報に関する技術の適切な評価 ・ 活用について
考えること。
(2) ディ ジタル作品の設計 ・ 制作について, 次の事項
を指導する。
ア メデイアの特徴と利用方法を知り, 制作品の設
計ができること。
イ 多様なメディ アを複合し, 表現や発信ができる
こと。
(3) プログラムによる計測 ・ 制御について, 次の事項
を指導する。
ア コンピュー 夕を利用した計測 ・ 制御の基本的な
仕組みを知ること。
イ 情報処理の手順を考え, 簡単なプログラムが作
成できること。
内容の取扱い
内容の 「D情報に関する技術」 については, 次のと
おり取り扱う ものとする。
ア (1)のアについては, 情報のディ ジタル化の方法と
情報の量についても扱うこと。(1)のウについては,
情報通信ネットワークにおける知的財産の保護の
必要性についても扱う こと。
イ (2)については, 使用するメディ アに応じて, 個人
情報の保護の必要性についても扱う こと。 
内容の取扱いから分かることは, 操作方法や計測 ・ 制
御が学習内容にありながらも, コンピュータそのものを
学ぶことより, むしろ 「情報」 そのものの取り扱い方や
マナーに重点が置かれていることである。 
4 . 考察
ここまでは, 普通教育 (義務教育) でコンピュータに
ついての学習が始まってから, その終了後の人たちの社
会参加 (特に仕事において) , 新産業の創造に重要な役
割を担う ものなのではないか, という問題意識に基づき, 
中学校技術科情報領域の学習指導要領の記載内容と社会
背景をイノベ一 タ一理論も交えながら, 仔細に見てきた。
その結果, 以下のように考えることができた。 
現在の中学校技術科は生活技術を学ぶことに力点が置
かれている。 その教科における 「情報基礎」 新設の時期
(平成元年告示, 平成 5年度から実施) は, 現実の産業
構造の変化や社会感覚から見て, 早いものであったとは
言えない。 また, 新設された時期には選択領域3) であっ
た。 技術と しての体系立ったコンピュータの知識や活用
方法を学校教育で身につけないまま義務教育を終えるこ
とになる子どもがいたことになる。 平成元年告示の学習
指導要領では, 中学校技術科の 「情報基礎」 新設ととも
に, 「中学校・ 高等学校段階で, 社会科, 公民科, 数学, 
理科, 家庭 (高等学校) など関連する各教科で情報に関
する内容が取り入れられるとともに, 各教科の指導にお
いて教育機器を活用すること(文部科学省 「教育の情報
化に関する手引検討案」 第1 章 情報化の進展と教育の
情報化 第2 節 教育の情報化について) 7)」 と されてい
るが, 情報社会がすでに到来し, 平成元年告示の学習指
導要領の実施からわずか3 年後, 家庭へのパソコン普及
率もイノベ一 タ一理論でいう ところの 「16%」 の壁を越
えているにも関わらず, 体系的に学ぶ機会が限られてい
たことは, 教科の目標である 「進んで工夫し創造する能
力と実践的な態度を育てる」には, あらたな産業を創出
できる人間を育成するという意味もこめられていること
からすると, 製造業や情報産業 , サービス業のビジネス
モデル構築, その他新たな産業の創出にとってもマイナ
ス要因ではなかったかと思われる。
平成10年告示の学習指導要領 (平成14年度から実施) 
において (教科書の記述や他教科, 総合的な学習の時間
での調べ学習などを除く と) は, 子どもの生活実態の中
で, イ ンターネット利用率からみれば, 比較的早く学習
内容となっている。 但し, 中学校技術 ・ 家庭科の時間数
そのものが少なく, 限られた時間 (年間35時間 ・3 年生
ではその半分) の中で, 操作方法から計測制御, 情報そ
青報社会における中学校技術科の情報領域の在り方の考察
のものの取り扱いが含まれている。 情報領域のみならず, 
他領域においても学習内容が定着するのには難しい状況
にあると思われる。 この学習指導要領の実施期間後期に
は, イ ンターネット普及率が大幅に伸びていることから, 
市場において, 先にも述べたとおり, 「最も保守的な人」
も含めて日常的に活用している技術の基盤を体系的に学
習させないまま義務教育を終えている恐れのあることが
分かった (但し, 平成15年の一部改訂によって, より発
展的な内容を教えることができるようになった)。
日本産業技術教育学会では,
「子ども達の技術的素養は急激に低下しています。 こ
の状況に対しては, 一度衰退したものの復元は至難の業
という多 く の例から, 産業界においても危機感がもたれ
ています。」 (「わが国に求められている技術教育のあり
方」) 8 )
という意見を表明している。 これは, 情報に限らず, 
機械 ・ 電気 ・ 木工 ・ 金工全てにおいてである。
技術革新や市場の変化が激しい情報社会においては, 
学校教育の中で革新的な技術を位置づけ, 習得 ・ 活用さ
らに探究していく ことが難しいことが分かる。 しかし, 
学んだこと (学ぶ対象が魅力的である, あるいは魅力的
な学び方をする ・ させる) を生かして新たな製品や産業 ・ 
ビジネスモデルを生み出し, それらが市場に出てイノベー
ショ ン普及の新たなサイ クルを様々な分野で創る。 その
よう な思想が, 技術分野目標である 「技術を適切に評価
し活用する能力と態度を育てる」 や, 内容の取扱い 「(5) 
すべての内容において, 技術にかかわる倫理観や新しい
発想を生み出し活用しよう とする態度が育成されるよう
にするものとする」 にはあると考える。
平成24年度から実施された中学校学習指導要領をより
意識した授業構成が必要であろう し, 新しい技術につい
て充分に理解を深め, 利用も含めた魅力的な授業を行う
ことで, 子どもたちの興味や関心を喚起することで, 意
欲 ・ 関心 ・ 態度 → 思考 ・ 判断 や知識 ・ 技能の獲得と
いうサイクルをつく り, 自ら学習する姿勢を身につけ, 
卒業後の生活や学習の中で, 新しい産業や消費文化を今
後創出する担い手になると考えられる。
ソーシャル ・ ネ ッ トワーク ・ サービスの分野などは, 
操作 ・ 活用する 「生活技術」 が主に求められるものであ
り, ハードウェアや通信技術などの 「産業技術」 を利用
者が意識することはあまりない。 スマー ト フオンも同様
であると思われる。 しかし, 社会的 ・ 経済的な面から言
えば, 情報社会では情報産業を中心と して, 様々な周辺
産業が次々と創出されることが期待できる。 中学校技術
科の観点が, 交流モータの保守 ・ 管理のよう な 「産業技
術」 から, イ ンターネットの使い方やそのマナー, 製品
安全のような 「生活技術」 に変わったとしても, 技術科
を学ぶことには大きな意義がある。 
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5 . まとめ
上記のように中学校技術領域の学習は, その終了後の
人たちの社会参加 (特に仕事において) , 今後の新産業
の創造に重要な役割を担う ものであるという ことを考察
した。
また, このように考察することで, 学校教育と社会と
が関わりあって普通教育の内容が決定されていく という
道筋が, 中学校技術科という教科を通して分かった。 
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